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2025年度に向けた政策提言（案）

「地域･地方から始める我が国の研究力の底上げ」

1. 我が国の研究力再生には、地域･地方大学の研究力向上が必
要である。そのために「汎用性の高い基盤的研究設備･機器の
整備」と「支援人材※の確保」を行う持続的な政策が求められる。

※支援人材：基盤的研究設備･機器を効率的･効果的に用いて研究支援を
担当する技術職員･研究者(教員)･URA･事務職員･学生

2. 地域･地方大学は、研究基盤のレベル維持･向上のために「研
究基盤エコシステム」を構築･整備する必要がある。

3．2の研究基盤エコシステムの構築･整備においては、先導大学
との連携によるSynergyの積み上げが重要である。

地域･地方大学：
研究基盤エコシステム（基盤的研究設備･機器の自律的運用と共用体制、
支援人材の適切な配置、人材育成を可能とする人事制度改革、産学官金
連携体制等）の整備
先導大学（主としてコアファシリティ構築事業/J-PEAKS採択校）：
他大学との協力･連携･牽引、GoodPractice・失敗事例の公開･共有
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・日本の科学知識生産（論文
数）において、大学が主要な
役割を担っている。
・2004年以降、日本の論文数が
低下してきた。
・国際比較においても、日本の
論文数や質（注目度の高い論
文の数や割合）の世界ランク
が低下している。

日本の研究力低下の状況
国立大学法人に移行

3



4



「研究力向上」の原動力である「研究基盤」の充実に向けて
第６期科学技術基本計画に向けた重要課題（中間とりまとめ） 概要

令和元年6月25日
科学技術・学術審議会
研究開発基盤部会

研究機関全体で設備・機器のマネジメントを
担う統括部局の機能を強化し、研究機関全
体の研究基盤として戦略的に導入・更新・共
用する仕組みを強化（コアファシリティ化）

コアファシリティ構築支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
（ 2020年度～）

大学等の研究機関内で散在している研
究機器を学科・専攻などの研究組織単位
で集約し、一元的に管理・共用化

新たな共用ｼｽﾃﾑ導入支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
（2016年度～ 2020年度）
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地域･地方における大学の在り方
国立大学法人等の機能強化に向
けた検討会（第3回）
令和6年9月30日 高等教育局国立大
学法人支援課

地方創生2.0 の「基本的な考え方」
（概要）
令和６年12月24日 内閣官房 新しい地
方経済・生活環境創生本部決定

地域・地方大学：
・イノベーション創造のため
の知と人材の集積拠点
・地域の教育研究の拠点

地方創成2.0：
・地域自らが考え、行動を起
こす合意形成の取組
・地方と都市の間、また地域
の内外で人材シェアなど

・地方創生は、取り残され
た地域の救済ではなく、
国全体のノビシロ
・地域・地方大学には地方
創生の核の役割が期待
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我が国の研究力の動向と課題に関する分析
・大学部門の論文数の推移において、英・独では論文数が増加している。
・我が国の大学･研究機関における論文生産性の特徴：少数のトップ大学群（第1G, 第2G）と分
厚い地域･地方大学群（第3G，第4Ｇ）が支えている。

文部科学省科
学技術・学術政
策研究所報告
資料
2023年4月20日
第26回経済社会の
活力WG）より引用
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日本の大学における理系研究人材の分布（2024年度）

（人数）

旧帝大クラス
（９大学）

中堅国立大学
（１３大学）

地域地方大学
（４６大学）

・日本の研究力を担う理系研究人材は、旧帝大、中堅国立大学、地域地方大学に広く分布する。
・院生・学部生は、大学における研究開発に教員とともに大きく係わるだけでなく、卒業・修了後に
は全国に散らばり、産業界における研究開発や技術革新を担う高度専門人材になる。

大学基本情報(学生数）および各大学公表データ（教員数）より集計
https://portal.niad.ac.jp/ptrt/table.html

教員数 院生数 学部生数

16,535名 59,839名47,227名旧帝大
10,810名 58,306名34,560名中堅大
17,692名 140,085名43,098名地方大

＊人文・社会系の学生を除く学生数

国立大学における理系研究人材数(2024年度）
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研究基盤共用促進事業の現状-令和7年度文部科学省概算要求-
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最先端研究設備の整備・開発における論点

「「中規模研究設備の戦略的中長期整備・開発」（新規）を
含む、“ニーズと戦略性”の両輪による基盤整備の提案」
（研究大学コンソーシアム）より引用
令和6年6月20日 第118回 科学技術・学術審議会学術分科会研

究環境基盤部会 資料1-1

「先端研究基盤・研究インフラのエコシステム形成の課
題」（JST 研究開発戦略センター 横断・融合G）より引用
令和6年12月23日 第28回 科学技術・学術審議会 研究開発基盤

部会 資料2

・最近、最先端の研究動向と現場のニーズをとらえた中規模研究設備の整備・開発に関する
議論が進められている。
・これらに加え、大規模研究設備（大型施設）に対しても継続的に予算が投入されている。

政策の議論で見逃されている領域
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我が国の研究力・開発力を支える基盤的研究設備・機器

地域･地方のニーズ

全国クラスの戦略

新規技術・設備開発の要素

汎用性の高い
基盤的研究設備･機器

汎用性 最先端
新規性

全国共用の中・大規模研究設備･
機器

先端性の
高い基盤
的研究設
備･機器

数百万円 数十億円

数百億円

卓越した研究成果
TOP1%論文

最先端技術の開発
イノベーション創出

異分野･学際研究

豊富で
質の揃った
専門技術人材
を育成・輩出

若手研究

スタートアップ研究

挑戦的研究

萌芽研究

活用・
貢献

【大学等の研究力】 【産業の開発力】

・「汎用性の高い基盤的研究設備･機器」は、豊富で質の揃った専門技術人材の育成や、多岐多
様にわたる萌芽研究、挑戦的研究、若手研究等の実施に活用されている。
・これらは価値創造の源泉であり、卓越した研究成果や産業界のイノベーション創出を支えてきた。

設
備
・機
器
の
価
格

設備・機器の価格

研究者・
技術者の
供給・成長

研究の
ステップ
アップ

開発

教員数 院生数 学部生数

16,535名 59,839名47,227名旧帝大
10,810名 58,306名34,560名中堅大
17,692名 140,085名43,098名地方大

TOP層

卓越を狙う
中堅層

国立大学における理系人材数(2024年度）

※短中期的な政策において、「全国共用の中・大
規模研究設備･機器」と「汎用性の高い基盤的研
究設備･機器」は別々に検討するべきである。
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分厚い
地域･地方大学群



国立大学の分類群における
共用設備･機器の取得金額の比較

（研究基盤協議会会員校よりピックアップ）

共用設備･機器（500万円以上
1000万円未満）の導入年度の比較

（国立大学法人中期目標期間別）

旧帝クラス
大学

中堅国立大学 地方国立大学

60%

40%

20%

0%

・国立大学の分類群で共用機器の構成を比較すると、旧帝大学では高額な設備･機器の割合が多いが、地方国
立大学では数千万円クラスの設備･機器が主力である（左図：共用設備･機器の取得金額の比較）。この金額ク
ラスの設備･機器が「汎用性の高い基盤的研究設備･機器」となり、研究や教育のレベル維持を担っている。

・最近10年間で共用機器の更新が滞っている。特に、地方国立大学では、500-1000万円クラスの「汎用性の高
い基盤的研究設備･機器」でさえ老朽化が顕著である（右図：共用設備･機器の導入年度の比較）。地域･地方
大学における研究力と産業界に向けた専門技術人材育成力が急速に衰退することが危惧される。

研究基盤における現在の危機的状況
⇒汎用性の高い基盤的研究設備･機器の老朽化

500万円以上1000万円未満

1000万円以上5000万円未満

1億円以上
5000万円以上1億円未満

旧帝クラス
大学

中堅
国立大学

地方
国立大学

第1期以前
第1期（2004-2009）
第2期（2010-2015）
第3期（2016-2021）
第4期（2022以降）
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理系研究者・学生一人当たりの設備・機器等の資産額
(有形固定資産額/工具器具備品)

（百万円) （百万円)

旧帝クラス
大学

中堅
国立大学

地方
国立大学

旧帝クラス
大学

中堅
国立大学

地方
国立大学

理系学生一人当たりの
有形固定資産額

理系研究者一人当たりの
有形固定資産額

（研究基盤協議会会員校よりピックアップ）
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汎用的な基盤的研究設備に対
して、現在、国の支援がない

「大学の自助努力で整備しな
いことを誘導」する政策になっ
てしまっている

「汎用的な基盤的研究設備」が先細る原因
14



「汎用的な基盤的研究設備」が先細る構造

【競争的資金】
特定の目的（先端
性・新規性）がある

「汎用性のある機
器･設備の充実」に
回すことができない

【運営費交付金】
余力が極めて少ない
・人件費の高騰
・施設劣化の補修
・先端研究の学内支援
・学科・コースの新設
・国際化推進、その他等

【政策的・構造的な要因】
・政策決定に声が届く研究者はTOP層に偏っていること
・様々な競争的資金において、特色ある先端研究が高く
評価され、短期的な予算に大きく反映される現実

中長期的に重要な「汎用的な基盤的研究設備」へ
の投資削減を誘導する政策になってしまっている

地域･地方のニーズ

全国クラスの戦略

新規技術・設備開発の要素

汎用性の高い
基盤的研究設備･機器

汎用性 最先端
新規性

全国共用の中・大規模研究設備･機器

先端性の高
い基盤的研
究設備･機器

数百万円 数十億円

数百億円

設
備
・機
器
の
価
格

設備・機器の価格

⼀般社団法⼈国⽴⼤学協会発表資料より
令和3年3⽉11⽇ 第4期中期⽬標期間における国⽴⼤
学法⼈運営費交付⾦の在り⽅に関する検討会（第6回）

【進行中】中規模研究設備の整備開発事業
（1-100億円）

大学･研究者が
競争的資金を
獲得して整備

「持続的整備の実施」を

政策で誘導・支援する
必要がある
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国立大学における研究支援人材の比較

（人)

（研究基盤協議会会員校よりピックアップ）

旧帝クラス大学 中堅国立大学 地方国立大学

大学①

大学②

大学③

大学④

大学⑤ 大学⑥

大学⑦

大学⑧

大学⑨

大学⑩
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2025年度に向けた政策提言（案）

「地域･地方から始める我が国の研究力の底上げ」

1. 我が国の研究力再生には、地域･地方大学の研究力向上が必
要である。そのために「汎用性の高い基盤的研究設備･機器の
整備」と「支援人材※の確保」を行う持続的な政策が求められる。

※支援人材：基盤的研究設備･機器を効率的･効果的に用いて研究支援を
担当する技術職員･研究者(教員)･URA･事務職員･学生

2. 地域･地方大学は、研究基盤のレベル維持･向上のために「研
究基盤エコシステム」を構築･整備する必要がある。

3．2の研究基盤エコシステムの構築･整備においては、先導大学
との連携によるSynergyの積み上げが重要である。

地域･地方大学：
研究基盤エコシステム（基盤的研究設備･機器の自律的運用と共用体制、
支援人材の適切な配置、人材育成を可能とする人事制度改革、産学官金
連携体制等）の整備
先導大学（主としてコアファシリティ構築事業/J-PEAKS採択校）：
他大学との協力･連携･牽引、GoodPractice・失敗事例の公開･共有
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3. 研究基盤エコシステム
の構築・整備においては
先導大学との連携による
Synergyの積み上げが重要

2. 研究基盤のレベル維持・向上の
ためには「研究基盤エコシステム」
の構築・整備が絶対必要

地域･地方大学に求める体制の構築・整備

・オールジャパンで再構築する我が国
独自の研究基盤の仕組み
・好事例を全国で共有して継続的発展

・地域･地方大学は、地域の中核･拠点にふさわ
しい研究基盤体制に自ら変革すること

【政策支援を行う条件】

【前提：独法化以前からの改善】
・バラマキ施策は繰り返さないこと
・財政状況の悪化⇒効率性を重視

「先端研究設備・機器の共用促進に係る論点整理」
(文科省科学技術・学術審議会研究開発基盤部会、令和6年7月28日）
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研究基盤協議会正会員のご意見と対応
（パブリックコメントの募集：令和7年1月10日ー1月20日）
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【正会員からのコメント】 （6大学） 【本協議会の対応案・コメント】

国立大学に限らず、公立大学において
も同じ課題を抱えているため、公私立
大学も本提言内容の対象としていただ
けますと幸いです。

勿論です。「地域・地方大学」には、
公立･私立大学も含まれます。今回
のデータ集計では、公開状況から国
立大学のみを取り上げました。

その他：
「ヘリウム供給に対する対策」、「共用設備等運
営費の弾力的運用」、「支援人材の確保・育成」、
「地域・地方の独自研究を支える基盤的研究設
備の充実」、「様々な地域格差の解消」など

次年度以降の課題候補と思われま
す。また、現在、実現している課題も
あります。是非、協議会のラウンド
テーブル等でご相談ください。

地域の複数の大学（県をまたぐような
規模も含めて）で設備・機器を共用する
リージョナル・コアファシリティセンター
はどうか。

「先端研究設備・機器の共用促進に
係る論点整理」(文科省 科学技術・学術審議会

研究開発基盤部会、令和6年7月28日）で示され
た方向性と一致します。

最先端研究設備･機器に行くまでの検
討に必要な「基本的な設備を安定的に
使用できる整備」が肝要と考えます。

地域で基本データを測定できないと、
全国共用の最先端施設が申請でき
ない現状の改善が期待されます。



（参考）「汎用性の高い基盤的研究設備･機器の整備」の
実現に向けて、期待される政策の例

! 比較的広い地域の大学に横串を刺す研究基盤ネットワーク
の形成（例：コアファシリティ後継事業で文科省で議論）

! 研究力向上の観点から、「汎用性の高い基盤的研究設備･機
器」と「中・大規模研究設備･機器」、「先端性の高い基盤的研
究設備･機器」に投資する予算配分比を国の政策レベルで戦
略的に定めること。

! 大学における基盤的研究設備・機器に係わる高精度調査
⇒ データが公開されれば研究基盤協議会で解析可能

! 大学に対して「汎用性の高い基盤的研究設備･機器」への投
資を促す支援事業
• 運営費交付金により整備した共用用途の「汎用性の高い基

盤的研究設備･機器」に対して補助率50％で助成

! 【重要!!】 個々の大学が戦略的整備の仕組みを実装すること
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今後のスケジュール

研究基盤協議会では、我が国の研究力向上の礎と
なる研究基盤の構築と発展を目指して、会員の皆様
とともに政策提言を立案します。そのために以下の
スケジュールで会員の意見や参画を募集します。

2025年
1月23日 本シンポジウムで政策提言案を発表･討議

（提言案（全文）および発表資料pdfを配付）
2月中旬 2024年度政策提言を確定・HPで公表

文科省 研究開発基盤部会（第29回）で説明予定
3月頃 次年度政策課題および活動方針の策定

内容：i) 次年度に取り上げることが望ましい政策

課題
ii) 各小委員会への参加希望/推薦
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